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首都圏市場

新規供給戸数は1,493件2万3,003戸で前年比14.4％

減。年初予測では3万1,000戸、中間見直しでは2万

9,000戸程度としたが、下半期も供給戸数は積みあが

らず、予測に届かなかった  図表1 。供給件数は1,493件、

供給プロジェクト数は486物件といずれも前年（供給件

数1,515件、供給プロジェクト518物件）より絞り込ま

れた。また1回当たりの供給戸数が10戸未満にとどまる

小分け供給物件は、構成比61.8％を占める。前年

（54.3％）を上回っており、1回当たりの供給戸数の平均

値は15.4戸/件で前年（17.7戸/件）から減少している。

第1期発売開始物件も261件1万536戸で前年（308件

1万3,661戸）を下回り、第1期発売開始物件の1回当た

りの供給戸数の平均値も40.4戸/件と近時でみても低い

水準となった  図表2 。

新規供給戸数・件数の推移（首都圏）図表1
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第1期発売開始物件と1回当たりの供給戸数の平均値（首都圏）図表2

分譲マンション市場動向
～2024年の総括と2025年の見通し～

首都圏
近畿圏

　2024年の新規供給戸数は首都圏で2万3,003戸、近畿圏で1万5,137戸
にとどまった。予測に対し想定を超えて供給戸数の絞り込みが強まった。首都
圏では都内23区で前年比30.5％減と大きく下回り、近畿圏も大阪市で前年
比25.1％減となった。商品内容については、首都圏では都内23区では分譲
単価・平均価格は下落したものの、全体的には上昇傾向が継続。近畿圏では
分譲単価が過去最高値を更新し、平均価格と共に前年を上回った。販売状況
については、首都圏では都内23区の供給戸数構成比が低下したこともあり
初月販売率は66.9％と70％を割り込む。分譲中戸数、完成在庫共に2年連
続で前年を上回った。近畿圏では主要地域が堅調で初月販売率は74.3％
と3年連続で70％台を維持。分譲中在庫、完成在庫は前年を下回った。

　2025年の新規供給戸数は、首都圏で2万7,000戸、近畿圏で1万
5,500戸と予測した。首都圏は都内23区や都下、神奈川県における
供給が後押しし、2023年程度の水準まで増加。近畿圏は外周地域に
おける大規模物件の供給が予定されており、前年の水準を維持する見
通し。
　販売状況については都内23区山手エリアが増加に転じ、利便性の高い
地域における再開発物件なども牽引し販売状況は復調、近畿圏は郊外
部における手が届く価格帯の物件が増加する見込みで、引き続き販売は
堅調を維持して推移する見込み。

2024年の総括 2025年の見通し

新規供給戸数は2万3,003戸、
前年比14.4％減

2024年マンション市場の総括

HOUSING 未 来  予  想
暮らしから考える
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 雪と宝くじ 
雪の季節、青森の弘前から「葉とらずりんご」が送られて

くる。その言葉通り、木に葉っぱを付けたまま実を育てるので、

りんごにはここが葉っぱの影かと思われるやや黄色みがかっ

た部分がある。が、たくさんの葉っぱが光合成で生成した糖

がいっぱい詰まっているので、とっても甘い。

「雪、雪、雪で、もう若くないから屋根の雪下ろし、つらい。

宝くじでも買って当たったらあったかいところへ行って冬の

間だけでも住みたい」　

りんごの送り主にお礼の電話を入れたら、開口一番、こん

な返事が返ってきた。青森の雪は積もると本当に重く、私が

青森大学で教鞭をとっていた頃、新築の家は「無落雪」という

雪かきをしなくてよい屋根に代わっていたが、従来の屋根では

雪対策は本当にしんどいと思う。

まさかと思ったが、アメリカの天気予報提供会社アキュ

ウエザーによれば、人が住む都市として青森市は世界で最も

雪が降る都市１位で、２位が札幌市、３位が富山市だそうだ。

この３都市に共通するのは日本海と山。海からの湿った空気と

山からの風で雪雲が発達、という気象状況が大雪を生むという。

確かに青森の雪はすごい。私は青森大学勤務の頃は飛行

機で東京から青森へ通っていたが、ある冬、東京へ戻るため

雪の中、青森空港へ向かった。大雪ではあったが、空港へ

上る道路も滑走路もロードヒーティングされているので飛行機

は飛ぶという。この空港の周辺には雲谷（もや）という地名も

あり、湿った海からの空気と近くには八甲田山という大雪

発生条件の揃ったところ。信じられない深い雪の中をタクシー

は空港へ無事着いたが、次は飛行機に搭乗した状態で待つこ

とになった。飛行機自体が降り続ける雪にすっぽり覆われて、

雪のかまくらの中にいるような状況。機内からシェードを開け

てみてビックリ。何かがビシバシ向かってくる。大きなホース

からデアイシングといって熱い除氷液をかける雪落としが始まっ

たのだ。降りしきる雪とのかなりの格闘後、機体へ積雪を防ぐ

ため防氷液が噴射され、飛行機は出発した。整備員たちが

真っ白い雪が吹き付ける中、手を振って送ってくれた、その姿

も忘れられない。

もう一つ忘れられないのは青森のメイン商店街の靴店で

見た雪用のブーツ。女性用でも靴底がブルドーザーのタイヤ

かというような大雪用のも含め、東京では考えられないくらい

の靴底がゴツゴツの種類があった。中でも比較的タウンブーツ

に近い靴底を選んだが雨雪晴天オールラウンドに履けて、今年

も重宝している。

「青森山田のサッカーチームの子たちはこの雪をみんなで踏み

しめてから練習に入る。だから足腰のバランスが良くて強いのさ」

いい話。

思えばりんごの送り主と会ったのはたったの一度きり。講演

を頼まれて弘前市へ行ったことがきっかけでりんごが送られ

てきて、私は好物とおっしゃるカレー味のお煎餅を送る、とい

う交流が始まった。以来、一年に一度この季節、電話でお礼

プラス近況を伝えあってきた。

「宝くじは10年以上買い続けた人が当たる確率が高いそう。

そろそろ当たるのでは？」

「願うところ！」

まずは神様、今年も無事雪下ろしができますように。そう願っ

て電話を置いた。
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初月販売率は66.9％で前年（70.3％）を下回った。地

域別に見ると都内23区山手エリア、川崎市、さいたま市、

千葉市では70％台となったが、都内23区の供給戸数構

成比が縮小したこともあり、首都圏全体では2020年以

来4年ぶりに70％台を割り込んだ。

2024年12月末の分譲中戸数は6,814戸で2023年12月

（6,283戸）より531戸増加、完成在庫は3,204戸で

2023年12月末（3,161戸）より43戸増加した。価格が

上昇している中、供給戸数の小分け化が進み、供給と同様

に販売においても時間をかけて進捗していく傾向が強まっ

たこともあり、2年連続で前年を上回った。また完成在

庫は分譲中戸数より積み上がりが緩やかであるが、竣工

まで期間のある物件の比率が増えたことも一因となって

いる  図表6 。

首都圏全体の供給商品内容をみると、都内23区の供給

戸数構成比が低下したこともあり、分譲単価は過去最高

値だった前年より4.0％ダウンし1,177千円/㎡、平均面積

は66.42㎡で前年と同水準、平均価格は同3.5％ダウン

の7,820万円だった。

地域別に商品内容をみると、都内23区の分譲単価は

前年比1.0％ダウンして1,710千円 /㎡、平均面積は

65.39㎡で同1.7％縮小し、平均価格は同2.6％ダウンの

1億1,181万円。2年連続で1億1,000万円台となった。

2023年は都心3区（港区・千代田区・中央区）の供給物

件が分譲単価や平均価格を牽引したが、2024年はこれら

3区を除いた平均価格も前年比13.0％アップの9,786万円

で、1億円を窺う水準まで上昇している。

都内23区を除く神奈川県、埼玉県、千葉県では分譲

単価は前年比7.7％アップの885千円/㎡、平均面積は

67.0㎡で前年と同水準、平均価格は同9.7％アップの

5,932万円と上昇が継続している。再開発による大規模

超高層物件の供給が行われたさいたま市では平均価格は

前年比34.8％アップの7,169万円、千葉市では同31.7％

アップの5,949万円と大幅に上昇した。またその他埼玉、

その他千葉も5,000万円台に達している  図表7  図表8 。
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総戸数200戸以上の大規模物件は9,328戸と前年（1万

812戸）を下回ったものの、新規供給戸数に全体に占める

構成比は40.6％で前年（40.2％）と同水準で推移し、総戸

数200戸以上かつ20階以上の超高層物件による供給

戸数は4,116戸で前年（4,317戸）を下回ったが、新規供

給戸数全体に占める構成比は17.9％で前年（16.1％）を

上回り2015年以来の17％台となった  図表3 。

第1期発売開始物件数が前年を下回った背景として、

大規模物件で着工から発売開始までの期間が長期化して

いることに加え、同時に全体をみると2024年は工期の

長い超高層物件の供給戸数構成比が相対的に高かった

こともあり、第1期発売開始時点で竣工まで1年以上の

期間がある物件の割合が39.5％に拡大している  図表4 。

発売開始から竣工まで長い販売期間があることで販売

ペースは緩やかに推移し、第1期発売開始時をはじめ、

続く供給においても戸数が絞り込まれている。また、価格

の上昇傾向も相まって慎重な販売姿勢を強めた一因と

考える。

地域別供給状況を前年と比較すると、その他埼玉、そ

の他千葉といった郊外部のみ前年を上回った  図表5 。

都内23区山手エリアは、前年（6,947戸）から37.3％減

の4,353戸にとどまった。前年に首都圏全体の供給戸

数押上げに寄与した大規模物件の供給が一段落したこ

とにより、港区（前年1,462戸→277戸）における減少

が影響した。下町エリアでは北区（前年852戸→185戸）、

足立区（同1,043戸→555戸）ほかで前年を下回り低調

だった。

一方で供給戸数が前年を上回ったその他埼玉では鴻

巣市（前年27戸→173戸）、入間郡三芳町（同0戸

→155戸）、その他千葉では木更津市（同0戸→144戸）、

印西市（同0戸→132戸）といった近時では供給が活発

ではない郊外の一部で新規物件の第1期発売が行われ

た。同様の傾向は神奈川県でもみられ、横浜市泉区（前

年0戸→178戸）や三浦市（同0戸→237戸）などで供給

が行われており、供給エリアは郊外化がみられた。
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大規模物件による供給戸数とシェア（首都圏） 分譲中戸数と完成在庫数の推移（首都圏：2007年1月～2024年12月）図表3 図表6
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平均価格と平均面積の推移（首都圏：1994～2024年）
都内23区と都内23区以外の比較

図表7
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地域名

2022年 2023年 2024年

1～6月
（戸）

7～12月
（戸）

1～12月
（戸）

1～6月
（戸）

7～12月
（戸）

1～12月
（戸）

1～6月
（戸）

7～12月
（戸）

1～12月
（戸）

対22年
同期比
増減率

対23年
同期比
増減率

都内23区 5,386 5,411 10,797 4,902 7,007 11,909 3,319 4,956 8,275 ▲23.4% ▲30.5%

山手エリア 2,720 2,909 5,629 2,966 3,981 6,947 1,738 2,615 4,353 ▲22.7% ▲37.3%

下町エリア 2,666 2,502 5,168 1,936 3,026 4,962 1,581 2,341 3,922 ▲24.1% ▲21.0%

都下 1,023 1,337 2,360 834 1,435 2,269 877 1,164 2,041 ▲13.5% ▲10.0%

神奈川県 3,066 4,337 7,403 1,954 4,008 5,962 2,162 1,692 4,917 ▲33.6% ▲17.5%

横浜市 1,492 1,826 3,318 913 1,640 2,553 862 1,041 1,903 ▲42.6% ▲25.5%

川崎市 735 896 1,631 451 805 1,256 585 595 1,180 ▲27.7% ▲6.1%

その他 839 1,615 2,454 590 1,563 2,153 715 1,119 1,834 ▲25.3% ▲14.8%

埼玉県 1,685 3,031 4,716 1,295 1,735 3,030 891 530 3,313 ▲29.7% 9.3%

さいたま市 616 832 1,448 565 550 1,115 141 571 712 ▲50.8% ▲36.1%

その他 1,069 2,199 3,268 730 1,185 1,915 750 1,851 2,601 ▲20.4% 35.8%

千葉県 1,552 2,741 4,293 1,517 2,186 3,703 1,817 889 4,457 3.8% 20.4%

千葉市 1,038 1,203 2,241 752 844 1,596 815 717 1,532 ▲31.6% ▲4.0%

その他 514 1,538 2,052 765 1,342 2,107 1,002 1,923 2,925 42.5% 38.8%

首都圏全体 12,712 16,857 29,569 10,502 16,371 26,873 9,066 13,937 23,003 ▲22.2% ▲14.4%

地域別供給状況（首都圏）図表5

第1期発売開始時の竣工までの期間別件数構成比（首都圏）図表4

資料：長谷工総合研究所作成　　　

資料：長谷工総合研究所作成　　　

地域名
平均価格（万円） 分譲単価（千円/㎡） 平均面積（㎡）

2022年
1～12月

2023年
1～12月

2024年
1～12月 増減率

2022年
1～12月

2023年
1～12月

2024年
1～12月 増減率

2022年
1～12月

2023年
1～12月

2024年
1～12月 増減率

都内23区 8,236 11,483 11,181 ▲2.6% 1,288 1,727 1,710 ▲1.0% 63.97 66.51 65.39 ▲1.7%

山手エリア 9,546 14,445 14,113 ▲2.3% 1,442 2,086 2,062 ▲1.2% 66.20 69.23 68.44 ▲1.1%

下町エリア 6,810 7,338 7,926 8.0% 1,107 1,170 1,278 9.2% 61.53 62.70 62.00 ▲1.1%

都下 5,233 5,411 5,890 8.9% 796 813 890 9.5% 65.77 66.58 66.16 ▲0.6%

神奈川県 5,411 6,069 6,432 6.0% 816 932 981 5.3% 66.34 65.11 65.54 0.7%

横浜市 5,655 6,171 6,649 7.7% 859 957 1,025 7.1% 65.81 64.48 64.89 0.6%

川崎市 6,089 6,601 7,107 7.7% 952 995 1,054 5.9% 63.99 66.35 67.45 1.7%

その他 4,629 5,638 5,772 2.4% 675 866 888 2.5% 68.62 65.13 64.99 ▲0.2%

埼玉県 5,267 4,870 5,542 13.8% 777 767 849 10.7% 67.77 63.49 65.27 2.8%

さいたま市 6,299 5,318 7,169 34.8% 925 909 1,171 28.8% 68.08 58.49 61.20 4.6%

その他 4,809 4,609 5,096 10.6% 711 694 768 10.7% 67.64 66.41 66.38 ▲0.0%

千葉県 4,603 4,786 5,689 18.9% 662 702 809 15.2% 69.52 68.20 70.30 3.1%

千葉市 4,766 4,518 5,949 31.7% 668 671 824 22.8% 71.34 67.32 72.22 7.3%

その他 4,426 4,989 5,552 11.3% 655 724 801 10.6% 67.53 68.87 69.29 0.6%

首都圏全体 6,288 8,101 7,820 ▲3.5% 951 1,226 1,177 ▲4.0% 66.12 66.10 66.42 0.5%

地域別供給商品内容（首都圏）図表8

※増減率は2024年1～12月実績の前年実績に対する増減率
資料：長谷工総合研究所作成

分譲中戸数、完成在庫は
2年連続で前年を上回る

平均価格は都内23区を除き上昇

都内23区は減少、郊外化が進行

第1期発売開始から
竣工までの期間が長期化
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新規供給戸数は1,156件1万5,137戸で前年比1.6％減と

なり2023年に続き1万5,000戸台となった。年初予測、中

間見直し共に1万7,000戸程度とし、上半期では前年同期

比5.5％増の6,410戸が供給されたが、下半期は8,727戸

にとどまり予測を下回った  図表9 。供給件数は1,156件、

供給プロジェクト数は341物件で前年（供給件数1,249件、

供給プロジェクト数366物件）から更に絞り込まれた。1回

当たりの供給戸数が10戸未満にとどまる小分け供給物件

の構成比は72.0％と前年（74.4％）に引き続き高く、1回

当たりの供給戸数の平均値も13.1戸/件と前年を上回っ

たものの限定的だった。第1期発売開始物件は181件

8,618戸で前年（194件9,158戸）を下回り、第1期発売

開始物件の1回当たりの供給戸数の平均値は47.6戸/件

で前年（47.2戸/件）と同水準だった  図表10 。

ワンルームマンションの供給は34件2,884戸、供給

戸数全体に占める構成比は19.1％で、前年（37件2,984戸、

構成比19.4％）と同程度。ワンルームマンションを除くファ

ミリー層向けマンションは1,122件1万2,253戸で前年

（1,212件1万2,401戸）を下回った  図表11 。

総戸数200戸以上の大規模物件は4,062戸と前年

（3,069戸）から1,000戸程度増加し、新規供給戸数に全

体に占める構成比は26.8％で前年（19.9％）を上回った。

また総戸数200戸以上かつ20階以上の超高層物件に

よる供給戸数も1,089戸と前年（679戸）から大幅に増加、

新規供給戸数全体に占める構成比は7.2％と前年（4.4％）

を上回った  図表12 。

地域別の供給状況をみると主要地域では大阪市を除き

前年を上回った。外周地域は和歌山県を除き前年を下回っ

た  図表13 。大阪市ではワンルームマンションが1,336戸と

前年（2,613戸）から大幅に減少したことも低調な供給の

一因となった。一方でワンルームマンションの外周化が

進み、神戸市で939戸（前年234戸）、東大阪で178戸

（同0戸）、京都市で365戸（同49戸）と供給戸数の押し

上げに寄与した。

阪神間は伊丹市（前年254戸→357戸）、尼崎市（同

211戸→362戸）、北摂は吹田市（同338戸→836戸）など

で前年を上回った。また、南大阪では大阪狭山市（同0戸

→121戸）で久々に供給が行われた。

外周地域では、その他兵庫県で明石市（前年449→236戸）、

その他京都府では福知山市（同111→0戸）、滋賀県は大

津市（同710戸→400戸）、奈良県では奈良市（同212戸

→79戸）などで前年を下回った。

初月販売率は74.3％で一昨年（72.7％）、前年（71.4％）

に続き70％台となった。地域別では大阪市（78.8％）を

はじめ主要地域全てで70％を上回り全体を引き上げた

一方、外周地域ではその他京都府で80.5％、奈良県で

73.2％だったものの、その他兵庫県で61.3％、滋賀県で

65.2％、和歌山県で28.8％と好不調が分かれた。

2024年12月末の分譲中戸数は3,050戸で2023年

12月末から411戸減少、3年連続で前年を下回った。完成

在庫は1,417戸で2023年12月末から150戸減少。年末

の完成在庫が1,500戸を下回ったのは2021年12月末以

来で在庫販売は堅調に推移している  図表14 。

近畿圏全体の分譲単価は前年から14.7％アップの

907千円/㎡で前年に続き最高値を更新。平均面積は

59.10㎡で前年（59.04㎡）と同等で、平均価格は前年か

ら14.8％アップの5,357万円。1991年以来の5,000万円

台となった。

ワンルームマンションを除いた分譲単価は前年より

15.9％アップの909千円/㎡。平均面積は67.23㎡で前年

（67.50㎡）と同程度、平均価格は前年より15.6％アップし、

6,114万円となった。地域別では大阪市で都心部にお

ける大規模超高層物件が供給された影響もあり、分譲

単価は前年より32.5％アップし1,204千円/㎡。平均面積

は前年より2.7％拡大し63.48㎡。平均価格は前年より

36.0％アップの7,644万円となった。平均価格は高額物

件が供給されたこともあり、神戸市で6,670万円（前年比

13.4％アップ）、京都市で6,679万円（同14.3％アップ）
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初月販売率は3年連続の70％台

大阪市の上昇が影響し
分譲単価・平均価格は大幅に上昇
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資料：長谷工総合研究所作成

資料：長谷工総合研究所作成

資料：長谷工総合研究所作成

資料：長谷工総合研究所作成

新規供給戸数・件数の推移（近畿圏）

第1期発売開始物件と1回当たりの供給戸数の平均値（近畿圏）

ワンルームマンション供給戸数の推移（近畿圏）

大規模物件による供給戸数とシェア（近畿圏）

図表9

図表10

図表11

図表12
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資料：長谷工総合研究所作成

資料：長谷工総合研究所作成

分譲中戸数と完成在庫数の推移（近畿圏：2007年1月～2024年12月）

平均価格と平均面積の推移（近畿圏：1994年～2024年）
ワンルームマンションを除く

図表14

図表15

地域名

2022年 2023年 2024年

1～6月
（戸）

7～12月
（戸）

1～12月
（戸）

1～6月
（戸）

7～12月
（戸）

1～12月
（戸）

1～6月
（戸）

7～12月
（戸）

1～12月
（戸）

対22年
同期比
増減率

対23年
同期比
増減率

主
要
地
域

大阪市 2,825 4,342 7,167 2,679 3,850 6,529 1,999 2,891 4,890 ▲31.8% ▲25.1%

阪神間 437 772 1,209 297 628 925 404 841 1,245 3.0% 34.6%

神戸市 705 801 1,506 637 334 971 535 1,501 2,036 35.2% 109.7%

北摂 821 982 1,803 576 943 1,519 1,163 700 1,863 3.3% 22.6%

東大阪 681 676 1,357 341 595 936 332 788 1,120 ▲17.5% 19.7%

南大阪 105 334 439 35 482 517 496 431 927 111.2% 79.3%

京都市 785 1,188 1,973 454 911 1,365 922 616 1,538 ▲22.0% 12.7%

外
周
地
域

小計 866 1,538 2,404 1,056 1,567 2,623 559 959 1,518 ▲36.9% ▲42.1%

兵庫県 156 628 784 233 537 770 106 331 437 ▲44.3% ▲43.2%

京都府 133 198 331 240 167 407 102 62 164 ▲50.5% ▲59.7%

滋賀県 397 347 744 363 496 859 185 424 609 ▲18.1% ▲29.1%

奈良県 138 196 334 190 284 474 60 123 183 ▲45.2% ▲61.4%

和歌山県 42 169 211 30 83 113 106 19 125 ▲40.8% 10.6%

近畿圏全体 7,225 10,633 17,858 6,075 9,310 15,385 6,410 8,727 15,137 ▲15.2% ▲1.6%

地域別供給状況（近畿圏）図表13

資料：長谷工総合研究所作成

供給戸数は1万5,137戸、
前年比1.6％減
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だったことから、大阪市の供給戸数に対する影響は大きい。

首都圏では所有権マンションに対する規模は小さく影響は

限定的だが、2024年後半に複数の大規模定期借地権マンショ

ンの第1期発売が開始され2025年も供給が継続することに加え、

2023年、2024年に着工した大規模定期借地権マンションが

多数存在することもあり、今後、首都圏においても定期借地権

マンションの存在感は強まると考える。

2025年の新規供給戸数については、首都圏では2万7,000戸

程度、近畿圏では1万5,500戸程度の供給が行われると判断した。

首都圏における2024年の供給は、東京都の着工戸数が減少し

ていた2022年、2023年に着工された物件が大勢を占めており、

竣工まで期間の長い物件の比率も高かったこともあり都内23区

の供給戸数が伸び悩んだ一因となっていた。しかし、2024年は

11月末時点で東京都の着工戸数が上昇に転じたことにより着工

戸数からみた供給余力が顕在化していく可能性がある。また、

都内23区山手エリアで超高層大規模物件の供給が多数予定され

ており、都下や川崎市など都心へのアクセスの良い立地にて再開

発を含む大規模物件が複数控えていることも加味し、2023年

（2万6,873戸）並みの水準である2万7,000戸程度とした  図表19 。

近畿圏では前年同様販売は堅調であるものの、販売戸数を小

分けにした慎重な供給が続き、2024年11月末時点では着工戸

数も減少していることから供給戸数は、前年（1万5,137戸）や

2023年(1万5,385戸)と同程度の1万5,500戸程度とした  図表20 。

首都圏、近畿圏共に都心部や再開発による超高層大規模物件

においては引き続き旺盛な需要が見込まれ、とりわけ首都圏では

都内23区山手エリアにおける供給戸数の増加が販売を牽引し、

販売状況は復調すると考える。一方、近郊や郊外のファミリー向け

マンションについては住宅ローン金利の動向や価格上昇、物価高

の影響が指摘されている。1月24日に金融政策決定会合にて日本

銀行は政策金利を0.5％とし、0.25％の追加利上げが決定された。

当面、緩和的な金融環境が継続するものの、確かに注視は必要

である。他方、金利の上昇は賃金の上昇が前提であり、年内に想

定される利上げ幅においては返済率への影響は軽度とみられる。

影響の度合いが大きいと思われるのは価格の上昇幅である。

先高観が強まる中、購入のマインドの強弱に作用する他、需要側

の希望条件（エリアの拡大や面積の縮小など）が調整される可能

C R I  R E P O R T

2024年1〜11月の分譲マンション着工戸数は首都圏で

は4万7,903戸で前年同期を1.8％上回ったが近畿圏は同

10.1％下回る2万27戸。年間では首都圏は5万戸台前半、

近畿圏は2万戸台前半となると見込まれる。

首都圏では神奈川県や埼玉県で前年同期よりわずかに下

回ったものの、東京都、千葉県で前年同期を上回った。近畿

圏では大阪府で前年から15.3％下回り、兵庫県、滋賀県、和

歌山県でも前年同期を下回っている  図表17  図表18 。

2024年における首都圏と近畿圏の新規供給戸数のうち戸

数比率では88％が2023年以前の着工プロジェクトで、2024年

着工物件プロジェクトの供給は限定的だった。2023年着工

戸数のうち未発売のプロジェクトと、2022年、2023年着工

プロジェクトの発売済未供給戸数から2025年の供給余力を

推計すると、首都圏で4.1万戸、近畿圏で1.7万戸程度の規模

となる。首都圏では潤沢な余力があると考えるが、近畿圏で

は着工戸数が前年同期を下回っていることも加味すると供給

戸数が前年からは大幅増とはならない見通し。

本誌CRIで集計対象外である定期借地権マンションにつ

いて2024年の供給動向を（株）不動産経済研究所「BRaiN」

を元に調べると、首都圏で547戸、近畿圏で1,062戸が供給さ

れた。近畿圏では軽視できない規模の戸数が供給対象外となっ

ている。また、過半数にあたる673戸が大阪市内における供給

C R I  R E P O R T

2025年マンション市場の見通し

と6,000万円台に達した一方で、阪神間は平均面積が

69.35㎡で前年より6.6％縮小し5,702万円で前年比4.3％

ダウン、北摂でも平均面積は70.71㎡で前年より6.9％縮小

し平均価格は5,462万円で前年より5.3%ダウンするなど、

面積が圧縮され価格の上昇を抑制する動きも見られた。外

周地域ではその他兵庫県で再開発による大規模超高層物

件の供給もあり、平均価格は前年より16.4％アップして

5,102万円となった。その他兵庫県以外の地域でも価格は

上昇し前年を上回っているが4,000万円台で推移している
 図表15  図表16 。

性もある。また、借入期間を長期に設定して月々の支払額を抑える

といった動きもみられはじめている。2025年は価格の上昇の幅にも

よるが、上昇が緩やかであれば、郊外においての販売状況は前年と

同程度で推移すると思われる。

新規供給戸数の予測
首都圏：2万7,000戸、近畿圏：1万5,500戸

分譲マンションの着工動向と
供給材料の見通し

販売状況の見通し

定期借地権マンションの動向

新規供給物件 前年繰越物件 合計 分譲中
戸数供給 販売 販売率（初月） 供給 販売 販売率 供給 販売 販売率

2013年 56,478 51,763 91.7% (79.5) 5,347 4,972 93.0% 61,825 56,735 91.8% 5,090 

2014年 44,913 39,345 87.6% (75.1) 5,090 4,616 90.7% 50,003 43,961 87.9% 6,042 

2015年 40,449 35,165 86.9% (74.5) 6,042 4,895 81.0% 46,491 40,060 86.2% 6,431 

2016年 35,772 29,873 83.5% (68.8) 6,431 5,170 80.4% 42,203 35,043 83.0% 7,160 

2017年 35,898 29,858 83.2% (68.1) 7,160 6,094 85.1% 43,058 35,952 83.5% 7,106 

2018年 37,132 28,783 77.5% (62.1) 7,106 5,903 83.1% 44,238 34,686 78.4% 9,552 

2019年 31,238 24,321 77.9% (62.6) 9,552 7,374 77.2% 40,790 31,695 77.7% 9,095 

2020年 27,228 21,372 78.5% (66.0) 9,095 6,046 66.5% 36,323 27,418 75.5% 8,905 

2021年 33,636 29,617 88.1% (73.3) 8,905 6,076 68.2% 42,541 35,693 83.9% 6,848 

2022年 29,569 25,637 86.7% (70.4) 6,848 4,861 71.0% 36,417 30,498 83.7% 5,919 

2023年 26,873 22,493 83.7% (70.3) 5,919 4,025 68.0% 32,805 26,518 80.8% 6,287 

2024年 23,003 18,634 81.0% (66.9) 6,283 3,838 61.1% 29,286 22,472 76.7% 6,814 

2025年予測 27,000 22,500 83% (70.0) 6,814 4,800 70% 33,814 27,300 80.7% 6,500 

マンション市場の推移と予測（首都圏）図表21

資料：長谷工総合研究所作成

新規供給物件 前年繰越物件 合計 分譲中
戸数供給 販売 販売率（初月） 供給 販売 販売率 供給 販売 販売率

2013年 24,691 22,555 91.3% (79.6) 2,757 2,630 95.4% 27,448 25,185 91.8% 2,263 

2014年 18,814 16,970 90.2% (76.6) 2,263 2,013 89.0% 21,077 18,983 90.1% 2,094 

2015年 18,930 16,741 88.4% (70.8) 2,094 1,884 90.0% 21,024 18,625 88.6% 2,399 

2016年 18,676 16,202 86.8% (71.9) 2,399 2,091 87.2% 21,075 18,293 86.8% 2,782 

2017年 19,560 17,433 89.1% (76.1) 2,782 2,370 85.2% 22,342 19,803 88.6% 2,539 

2018年 20,958 18,455 88.1% (74.5) 2,539 2,135 84.1% 23,497 20,590 87.6% 2,907 

2019年 18,042 15,688 87.0% (74.1) 2,907 2,441 84.0% 20,949 18,129 86.5% 2,820 

2020年 15,195 12,570 82.7% (71.7) 2,820 1,850 65.6% 18,015 14,420 80.0% 3,595 

2021年 18,951 15,778 83.3% (69.8) 3,595 2,368 65.9% 22,546 18,146 80.5% 4,400 

2022年 17,858 15,290 85.6% (72.7) 4,400 3,063 69.6% 22,258 18,353 82.5% 3,905 

2023年 15,385 12,994 84.5% (71.4) 3,905 2,835 72.6% 19,290 15,829 82.1% 3,461 

2024年 15,137 12,995 85.8% (74.3) 3,461 2,553 73.8% 18,598 15,548 83.6% 3,050 

2025年予測 15,500 13,100 85% (72.0) 3,050 2,100 69% 18,550 15,200 81.9% 3,400 

マンション市場の推移と予測（近畿圏）図表22

資料：長谷工総合研究所作成

2022年 2023年 2024年 2025年予測
戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 構成比 前年比 戸数 構成比 前年比

大阪市 7,167 40.1% 6,529 42.4% 4,890 32.3% ▲25.1% 5,000 32.3% 2.2%
阪神間 1,209 6.8% 925 6.0% 1,245 8.2% 34.6% 1,000 6.5% ▲19.7%
神戸市 1,506 8.4% 971 6.3% 2,036 13.5% 109.7% 1,800 11.6% ▲11.6%
北　摂 1,803 10.1% 1,519 9.9% 1,863 12.3% 22.6% 1,500 9.7% ▲19.5%
東大阪 1,357 7.6% 936 6.1% 1,120 7.4% 19.7% 1,200 7.7% 7.1%
南大阪 439 2.5% 517 3.4% 927 6.1% 79.3% 1,500 9.7% 61.8%
京都市 1,973 11.0% 1,365 8.9% 1,538 10.2% 12.7% 1,500 9.7% ▲2.5%
外周地域 2,404 13.5% 2,623 17.0% 1,518 10.0% ▲42.1% 2,000 12.9% 31.8%
近畿圏計 17,858 100.0% 15,385 100.0% 15,137 100.0% ▲1.6% 15,500 100.0% 2.4% 

地域別供給戸数の推移と予測（近畿圏）図表20

資料：長谷工総合研究所作成

2022年 2023年 2024年 2025年予測
戸数 構成比 戸数 構成比 戸数 構成比 前年比 戸数 構成比 前年比

都内23区 10,797 36.5% 11,909 44.3% 8,275 36.0% ▲30.5% 11,000 40.7% 32.9% 
都下 2,360 8.0% 2,269 8.4% 2,041 8.9% ▲10.0% 3,000 11.1% 47.0% 
神奈川 7,403 25.0% 5,962 22.2% 4,917 21.4% ▲17.5% 5,500 20.4% 11.9% 
埼玉 4,716 15.9% 3,030 11.3% 3,313 14.4% 9.3% 3,500 13.0% 5.6% 
千葉 4,293 14.5% 3,703 13.8% 4,457 19.4% 20.4% 4,000 14.8% ▲10.3% 
首都圏計 29,569 100.0% 26,873 100.0% 23,003 100.0% ▲14.4% 27,000 100.0% 17.4% 

地域別供給戸数の推移と予測（首都圏）図表19

資料：長谷工総合研究所作成

地域名
平均価格（万円） 分譲単価（千円/㎡） 平均面積（㎡）

2022年
1～12月

2023年
1～12月

2024年
1～12月 増減率

2022年
1～12月

2023年
1～12月

2024年
1～12月 増減率

2022年
1～12月

2023年
1～12月

2024年
1～12月 増減率

主
要
地
域

大阪市 6,081 5,621 7,644 36.0% 927 909 1,204 32.5% 65.57 61.82 63.48 2.7%
阪神間 5,282 5,958 5,702 ▲4.3% 739 803 822 2.4% 71.52 74.23 69.35 ▲6.6%
神戸市 4,973 5,884 6,670 13.4% 727 862 966 12.1% 68.38 68.26 69.06 1.2%
北摂 5,476 5,766 5,462 ▲5.3% 753 759 772 1.7% 72.76 75.94 70.71 ▲6.9%
東大阪 4,039 4,218 4,489 6.4% 601 621 709 14.2% 67.25 67.95 63.29 ▲6.9%
南大阪 4,309 4,501 4,629 2.8% 609 632 664 5.1% 70.73 71.21 69.70 ▲2.1%
京都市 5,579 5,844 6,679 14.3% 875 980 1,065 8.7% 63.75 59.62 62.74 5.2%

外
周
地
域

小計 4,287 4,386 4,719 7.6% 587 611 644 5.4% 73.01 71.83 73.22 1.9%
兵庫県 4,274 4,385 5,102 16.4% 587 622 693 11.4% 72.78 70.46 73.63 4.5%
京都府 4,641 4,712 4,755 0.9% 628 630 625 ▲0.8% 73.91 74.74 76.10 1.8%
滋賀県 4,315 4,159 4,417 6.2% 581 592 606 2.4% 74.31 70.29 72.83 3.6%
奈良県 4,304 4,558 4,791 5.1% 598 622 664 6.8% 71.97 73.30 72.20 ▲1.5%
和歌山県 3,655 4,237 4,697 10.9% 526 556 658 18.3% 69.53 76.20 71.40 ▲6.3%

近畿圏全体 5,268 5,289 6,114 15.6% 769 784 909 15.9% 68.47 67.50 67.23 ▲0.4%

ワンルームマンションを除いた地域別供給商品内容（近畿圏）図表16

※増減率は2023年実績の前年実績に対する増減率　資料：長谷工総合研究所作成　

資料：国土交通省「住宅着工統計」 2024年は1～11月実績

分譲マンション着工戸数の推移（首都圏・近畿圏）図表17

都道府県別分譲マンション着工戸数の推移（首都圏・近畿圏）図表18

資料：国土交通省「住宅着工統計」2024年は1～11月実績

2021年 2022年 2023年 2024年 1～11月

戸数
（戸）

対前年比
増減率
（％）

戸数
（戸）

対前年比
増減率
（％）

戸数
（戸）

対前年比
増減率
（％）

戸数
（戸）

対前年
同期比
増減率
（％）

首
都
圏

全体 49,962 ▲7.3% 52,379 4.8% 52,746 0.7% 47,903 1.8%

埼玉県 3,975 ▲33.7% 5,551 39.6% 5,822 4.9% 5,215 ▲0.7%

千葉県 3,585 ▲32.6% 6,310 76.0% 5,745 ▲9.0% 4,660 2.9%

東京都 31,221 ▲5.1% 29,579 ▲5.3% 25,840 ▲12.6% 24,615 3.2%

神奈川県 11,181 15.2% 10,939 ▲2.2% 15,339 40.2% 13,413 ▲0.1%

近
畿
圏

全体 20,916 ▲18.8% 22,999 10.0% 22,273 ▲3.2% 20,027 ▲10.1%

滋賀県 1,381 82.7% 872 ▲36.9% 780 ▲10.6% 561 ▲10.5%

京都府 1,929 ▲36.2% 2,383 23.5% 2,537 6.5% 3,261 37.0%

大阪府 14,205 ▲7.1% 14,075 ▲0.9% 15,106 7.3% 12,105 ▲15.3%

兵庫県 3,041 ▲52.5% 4,882 60.5% 5,035 3.1% 3,725 ▲22.5%

奈良県 360 79.1% 515 43.1% 178 ▲65.4% 360 361.5%

和歌山県 0 ▲100.0% 272 － 92 ▲66.2% 15 ▲83.7%
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